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武蔵野市第五期長期計画・調整計画（平成 28～32 年度） 討議要綱（案） 

 

Ⅰ はじめに 

 

１．長期計画・調整計画について 

本市は、昭和 46 年の「第一期基本構想・

長期計画」より、市民参加、議員参加、職

員参加による策定を行ってきた。また、地

域生活環境指標の作成や市政アンケート、

市民意識調査による行政課題や全市民のニ

ーズの客観的把握、４年ごとのローリング

による計画の見直しなど「武蔵野市方式」

と呼ばれる策定方式は以来五期にわたる長

期計画の策定に脈々と受け継がれてきた。

このことは長期計画の策定方式に限らず、

市民参加が市政運営の最も重要な原理であ

り続けてきたことの表れである。 

長期計画と整合を図りつつ、より専門的、

具体的である個別計画の策定過程や、様々

な市政の課題の解決にあたり市民の参加を

求め、また、パブリックコメントの実施等

積極的に市民意見を求めていることも「武

蔵野市方式」の現在の形と言える。 

一方、国では、地域における総合的かつ

計画的な行政の運営を図ることを目的とし

て、基本構想を議会の議決を経て策定する

ことを義務付けていたが、地方分権推進の

観点から平成 23 年に地方自治法の改正に

より法的な義務付けを廃止した。 

 

（１）武蔵野市長期計画条例 

本市は、既述のように第一期長期計画か

ら市民参加の中心である代表民主制として

の議員、議会との議論を積み重ねてきた実

績があり、議員、議会と長期計画の関わり

の重要性を再確認し、「武蔵野市方式」によ

る策定を制度化した「武蔵野市長期計画条

例」を平成 23年 12 月に制定した。 

「武蔵野市長期計画条例」では、長期計

画はこの条例に基づき策定するもので、市

の目指すべき将来像を明らかにするととも

に、総合的かつ計画的な市政運営を推進す

ることを目的とすること、市が実施する政

策は原則として長期計画に基づくこと等を

定めている。 

さらに同条例は、長期計画の前期５ヶ年

の実行計画の見直しや市民等の参加、市長

の責務、他の計画との関係について定める

とともに議決の内容について次のように定

めている。 

「第５条 市長は、長期計画の策定を行う

ときは、長期計画のうち市政運営の基本理

念及び施策の大綱について、市議会の議決

を経なければならない。」この意味するとこ

ろは、10 年ごとに策定される長期計画にお

いて、10 年間を見通した計画の軸となる市

政運営の基本理念と施策の大綱は、前述の

地方自治法の改正後も本市においては、議

会の議決を経なければならないとするもの

である。議決された事項は、当該計画期間

においてその拘束性、規範性を有するとい

うことである。 

 

（２）調整計画の位置づけ 

そこで、今回の第五期長期計画・調整計

画の性格を確認しておく。 

10 年間を１期として策定される長期計画

は、前期５年を実行計画、後期５年を展望
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計画としている（武蔵野市長期計画条例第

２条第３項）。そして、市長選挙が行われた

とき又は市政をめぐる情勢に大きな変化が

あったときは、実行計画の見直しを行い、

新たな実行計画を策定するものとする（同

条例第３条）と規定しており、これが調整

計画策定である。 

本市では、地方自治法の改正以前も基本

構想の議決にあわせ、その描く市の将来像

や基本理念を踏まえて、前期５年を財政の

裏付けのある施策を具体化した実行計画、

後期５年を将来的に実施すべき展望計画と

して 10 年間の長期計画を策定し、市政選挙

が実施されると調整計画として長期計画の

見直しが行われてきたのであるから、実態

として大きな変移はないともいえる。しか

し長期計画の主要な部分である「市政運営

の基本理念」と「施策の大綱」が議決され

た意味は大きいといえる。 

従って、調整計画では「市政運営の基本理

念」と「施策の大綱」については計画策定

の前提条件として改定は行わず、実行計画

に掲げられた施策のうち、事業未着手、目

標未到達等の施策についてその対応、展望

計画として託された施策の検討、長期計画

策定時との社会状況の変化により求められ

る施策等についての議論を主軸に、策定を

行っていくものである。 
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２．討議要綱について 

この討議要綱は、「第五期長期計画・調整

計画」を策定するため、議論すべき課題等

の「たたき台」としてまとめたものである。

討議要綱作成にあたっては、武蔵野市第五

期長期計画・調整計画策定委員会（以下、

「策定委員会」という。）に先立ち設置され

た「第五期長期計画・調整計画市民会議」

（以下、「市民会議」という。）及び昨年５

月と 11 月、12 月に開催された「無作為抽

出市民ワークショップ」からの報告書、庁

内各部の現状及び課題についてのヒアリン

グ、武蔵野市地域生活環境指標や武蔵野市

の将来人口推計並びに武蔵野市民意識調査

などの各種調査報告書、これまでに本市が

策定した各個別計画及び実施状況報告書な

どを参考にし、関係施設の視察も含め計８

回にわたる策定委員会での議論を経て作成

した。この討議要綱をもとに、広く市民の

意見を求めるものである。  

 

３．策定の流れ 

昨年６月に市民会議が設置されるととも

に、８月末には、市内在住の有識者、市民

会議より選出された市民及び副市長からな

る策定委員会が設置された。策定委員会で

は、各種報告書等を参考に、討議要綱をま

とめた。今後、この討議要綱をもとに、さ

まざまな手法により市民や関係者との意見

交換を行うなど、広く意見を求めたうえで、

「調整計画案」を作成し、本年９月頃公表

することを予定している。その「調整計画

案」について改めて広く意見を求めたのち、

本年 11 月には、策定委員会による調整計画

案を市長に答申する予定である。 

市長は答申された調整計画案を市長案と

して市議会に報告するが、その際、市民参

加で作成した調整計画案を最大限尊重する

ことを表明している。その上で、平成 28年

春に第五期長期計画・調整計画が公表され

る予定である。 

なお、本計画に係る市民の意見は、常に

受け付けており、策定委員会宛の意見は、

事務局である市総合政策部企画調整課宛に、

郵送・メール等の手段によりお届けいただ

きたい。 
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Ⅱ 計画策定の基本的な考え方 

 

前述したとおり、調整計画では、「市政運

営の基本理念」と「施策の大綱」について

は、改定は行わない。ここでは第五期長期

計画の基本的な考え方について記載する。 

 

１．市民自治の原則 

市民自治は、昭和 46 年に策定した

第一期長期計画において計画の原理

とされ、以来 40 年間にわたって武蔵

野市の市政運営の基本原則として継

承されてきた、市民自治の原則とは、

市民は主権者として、自らの生活地域

について、自ら考え、主体的に行動し、

その行動や選択に責任を負うことを

いう。本計画においてもこれを継承し

つつ、武蔵野市の「自治」を一層発展

させていく。 

 

２．計画的な市政運営 

少子高齢化や経済の定常化などを

背景として、財政面では厳しさが増す

など、様々な面で従来とは異なる社会

状況になると予想されている。このよ

うな社会の変化に柔軟に対応しなが

ら公共課題の解決に効果的に取り組

んでいくため、武蔵野市の将来を見通

した計画的な市政運営を推進してい

く。 

 

３．市民視点の重視 

この 40 年の間に、公共課題は多様

化・複雑化しており、多種多様な公共

サービスが提供されている。選択と集

中の観点から事業の見直しを推進し

ていく必要があるとともに、市民志

向・目的志向を重視した、市民の視点

に立った公共サービスを展開してい

く。 

 

４．広域連携の推進 

今日、地方自治体には自律とともに、

独自の政策や市政運営が求められて

いる。一方、災害時におけるリスク管

理や、道路や上下水道などネットワー

ク機能が重要な都市基盤整備だけで

なく、公共サービスの共同化などにお

いても、自治体間連携の必要性が高ま

っている。今後も、効率的な自治体運

営などの観点から、自治体間相互の連

携を推進していく。 
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Ⅲ 第五期長期計画（平成 24 年度～）の実績と評価 

 

第五期長期計画のまちづくりの目標であ

る「持続可能な都市をめざして」、着実に事

業を推進している。 

すべての市民が住み慣れた地域で安心し

て生活が続けられることを理念とする「地

域リハビリテーションの理念」を実現する

ため、各種協議会・連絡会議などを通じ、

医療と福祉、保健の連携を深める取組みを

実施している。今後は介護保険制度改正に

向けた市独自の取組みの検討を進める必要

がある。安全・安心なまちづくりとして、

24 時間パトロール体制を整備するなど、防

犯力、犯罪抑止力を高める取組みを実施し

た。待機児童の解消に向け、認可保育所を

はじめ、認証保育所、市独自事業のグルー

プ保育室を開設するなど、積極的に施策を

推進した。しかし、いまだ待機児童の解消

には至っていない。市政情報等の提供につ

いては、ソーシャルメディアの活用など多

様な媒体による発信を実施している。多く

の市民と議論を積み重ねてきた新クリーン

センターは、平成 29年度の稼働開始に向け

工事を進めている。三駅圏ごとのまちづく

りについては、特徴ある都市基盤の整備を

行った。吉祥寺駅周辺では、駅ビルや南北

自由通路が完成した。三鷹駅周辺では、補

助幹線道路の整備を進めている。武蔵境駅

周辺では、鉄道高架化完成後の北口駅前広

場や道路整備を進め、南北一体のまちづく

りに向け都市基盤の整備を着実に進めてい

る。行財政の分野では、行財政改革を推進

するための基本方針を策定し、事務事業の

見直しなどを含め財源の確保に努めている。

また、公共施設再編の基本的な考え方を示

し、今後の老朽化への対応について、財源

確保と計画的な機能更新のための方策の検

討を進めている。 

計画期間の３年が経過しようとしている

が、一定の評価されるべき成果はあるもの

の、さらなる対策に取り組むべき施策もあ

る。
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Ⅳ 調整計画策定の前提条件 

 

１． 人口推計 

本市で実施した人口推計によると、基準

年次の平成 26（2014）年で 140,527 人の総

人口は、近年の大規模開発による人口流入

の波及効果によって、当面は横ばいから微

増で推移することが見込まれる。 

この総人口の内訳を年齢３区分別人口で

見ると、老年人口は増加傾向が続き、現在

21.5%の老年人口比率（高齢化率）は、平成

57（2045）年には 33.1%に達すると見込ま

れる。一方、年少人口は、大規模開発の波

及で出生者が増加していることを背景に、

現在の 11.3%から当面微増した後、平成 49

（2037）年には 8.9%まで低下する。その後、

現在の出生者が 20 歳代後半を迎えて再度

上昇に転じ、平成 57（2045）年には 9.5%

まで回復すると見込まれる。また生産年齢

人口は、微減微増を経ながらも期間全体を

通じては漸減傾向にあり現在の 67.2%から

平成 57（2045）年には 57.4%まで低下する

と見込まれる。 

前回（平成 22 年）推計との相違としては、

総人口のピークの見込みが平成 30 年から

平成 55 年と大きくずれたことは大きな違

いであるが、年少人口と生産年齢人口の減

少、老年人口の大幅な増加という傾向に変

化はなかった。 

 

２． 財政見通し 

（１） 財政の状況と課題 

 本市は、今日まで健全な財政を維持して

おり、歳出は毎年約 560～600 億円弱で推移

している。市税収入は過去５年間の平均で

370 億円、歳入に占める割合は 60％を超え

ている。基金積立額は 362 億円、借入金（借

金）は 381 億円となっている。歳出につい

ては、義務的経費である人件費、扶助費、

公債費は約 240 億円となっている。過去５

年間の推移では、人件費は職員数の減や給

与表の改定などにより減額となっているが、

扶助費については、生活保護費、障害者自

立支援給付費、保育所運営委託料などによ

り増加している。 

 

 

（２） 財政見通し 

 歳入において、市税は大型マンション建

設等による転入者増により微増すると見込

んでいるが、法人市民税については税制改

正の影響で減額を見込んでいる。消費税引

き上げに伴う地方消費税交付金は増額とな

る。 

 一方、歳出については、介護保険制度改

革及び子ども・子育て支援新制度への対応

による扶助費の増や、新クリーンセンター

（仮称）建設事業、市民文化会館改修事業

等の投資的経費の増が見込まれる。 

 また、今後建て替え時期を迎える公共施

設の更新にかかる費用を考慮すれば厳しい

財政見通しが見込まれる。 

 

 

 

 

 

  



7 

 

Ⅴ 分野別の課題と方向性 

 

１ 健康・福祉 

 

基本施策１ 支え合いの気持ちをつむぐ 

(1) 地域包括ケアシステム（まちぐるみの支え合いの仕組みづくり）の推進 

  重度な要介護状態になっても地域で暮らし続けられることなどを目標として、介護保

険法の中に新たに規定された「地域包括ケアシステム」を、武蔵野市では第五期長期計

画の重点施策である「地域リハビリテーション」の理念に基づく「まちぐるみの支えあ

いの仕組みづくり」として、市民と行政が一体となって推進していく。 

(2) 共助・互助の仕組みづくり 

  介護保険制度の大幅な改正により、要支援の方へのサービスのうち訪問介護・通所介

護は市町村事業に移管されることから、地域での支え合いの重要性はますます高まるこ

とが見込まれる。また、地域の高齢者の多くは元気で、地域のために貢献していただく

ことが期待できる。高齢者の社会参加活動への参加のインセンティブを高め、高齢者自

身が地域を支える担い手となる互助の仕組みを推進する。さらに、地域住民の主体的な

参加を軸としたテンミリオンハウス事業やレモンキャブ事業等の既存事業を推進・充実

し、市民が主体となる地域活動を推進する。 

 

基本施策２ 誰もが地域で安心して暮らしつづけられる仕組みづくりの推進 

(1) 在宅生活を継続するための目標の共有化 

  行政職員や地域の専門職のみならず、市民を含めたすべての関係者が在宅生活の継続

に向けて重度化を予防するという同一の目標のもと、地域ケア会議等を活用し、多職種

連携により、住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるよう具体的な仕組みづくりを

進めていく。 

(2) 生活支援サービスの充実 

  武蔵野市では他市と比べ高齢者の単身世帯率が高く、訪問系サービスの利用者が多い。

在宅生活の継続に向け、定期巡回・随時対応型訪問介護看護等の訪問系サービスの整備

を進めるとともに、24時間 365 日の見守りについても進めて行く。 

(3) 医療と介護の連携の推進 

  在宅で療養生活を継続するためには、保健・医療・介護に関係する多職種が連携した

切れ目ない支援が必要である。医療・介護分野の連携強化のため「脳卒中地域連携パス」

や「もの忘れ相談シート」の活用を更に推進し、また、ＩＣＴを活用するなど情報共有

化の仕組みづくりを行う。 

(4) 救急医療体制の充実と市民への周知   

  超高齢化が進展することによる、今後の救急患者の増大に対応するため、限りある
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医療資源である救急医療を守り、医療の機能を確保する必要がある。他の自治体との連

携等も検討しつつ、初期・二次・三次救急等医療機関の機能分化を推進し、障害や慢性

疾患を抱えている医療依存度の高い市民にとってのかかりつけ医の重要性とともに、市

民への効果的な周知について検討を行う。 

(5) 生活困窮者への支援 

  生活保護に至る前段階の生活困窮者の支援については、生活困窮者の発見とその後の

多様な支援方法の確立が課題となる。庁内の関係部署のみならず、庁外の関係機関との

連携を図りながら、発見をし、多様且つ、個別性に配慮をした伴走型支援を行っていく

必要がある。 

(6) 障害のある子どもへの支援 

  子どもの健全な成長には、住み慣れた地域で、障害の有無で分け隔てることなく共に

身近な地域で育んでいくことが必要であり、そのためには、子育て、教育機関等が連携

して、その環境づくりを推進していかなくてはならない。また、障害のある子どもを持

つ家庭は、多くの不安を抱えており、子どもへの支援と、その家庭に対しても一体的な

支援を引き続き充実する必要がある。  

(7) 認知症高齢者施策の推進 

  認知症コーディネーターリーダー（認知症地域支援推進員）を配置し、認知症の早期

発見やアウトリーチ型の対応に努めるとともに、見守り施策の充実や、市民への認知症

理解の普及啓発を進めていく。また、今後ますます増大が見込まれる認知症独居高齢者

に対する施策について検討する。 

(8) 人権や権利を守る取組みの推進 

  権利擁護事業・成年後見制度の周知を図るとともに、関係機関、団体との連携を一層

深めていく。また、虐待防止連絡会等の活用、市民への普及啓発により、地域が一体と

なって虐待の防止に努める必要がある。 

(9) 災害時における緊急対応 

  災害対策基本法の改正に基づき、災害時における高齢者や障害者の安否確認や避難支

援体制を各関係団体等との連携の下、強化していく。 

 

基本施策３ 誰もがいつまでも健康な生活を送るための健康づくりの推進 

(1) 健康寿命の延伸に向けた施策 

健康寿命の延伸のため、年代に応じ、生涯を通じた健康づくりと、疾病の早期発見・

早期治療の観点からがんの予防や生活習慣病の重症化予防に効果的な事業を実施する。 

(2) こころの健康づくり 

  こころの健康の維持に向け、早期の発見、回復のため相談体制の確立や、メンタルヘ

ルスに対する市民の意識向上、知識普及のための取組を行う。 

(3) 感染症発生への対策 
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  新型インフルエンザ等対策行動計画に基づき、発生に備え関係部署と連携して必要な

マニュアル等の整備を進めるほか、その他の危険性の高い感染症発生時においても市民

の生命及び健康を守るための対策強化に努める。 

  

基本施策４ 誰もが地域でいきいきと輝けるステージづくり 

(1) 高齢者・障害者の活動支援の促進 

  高齢者にとっては、社会参加こそが最大の介護予防や健康寿命の延伸につながるとい

う考えのもと、引き続きシルバー人材センターへの支援を行うなど、高齢者が活動に参

加しやすい仕組みを作って行く。また、引きこもりサポート事業など、障害者や若年層

への、地域を活用した社会参加の支援を今後も促進する。 

(2) 高齢者・障害者の雇用・就労支援 

高齢者・障害者のみならず、就労は経済的に自立する手段であるとともに、生きがい

となりうる活動でもある。就労にあたって、一人一人の実情に配慮をした就労の支援を

行うとともに、事業者に対する支援も必要である。また、障害者優先調達法に係る調達

方針に基づき、障害者施設などからの物品、サービスの調達を一層推進する。 

 (3) 介護・看護人材の確保 

  団塊の世代が後期高齢者となる 2025 年に向け、介護・看護の人材不足が深刻化してき

ている。介護・看護の素晴らしさを再認識し、介護・看護職員が自らの仕事に夢と誇り

を持って働き続けられる仕組みづくりを推進し、また、先進的な知識や技術を共有化す

ることにより、介護・看護現場の活性化や質の向上を図る必要がある。 

(4) 地域資源とニーズのマッチング 

地域のニーズを掘り起こし、そのニーズに対応するため既存の地域資源や人材のネッ

トワークづくりやマッチングの役割を担う「生活支援コーディネーター（仮称）」を地域

包括支援センターに配置する。 

 

基本施策５ 住み慣れた地域での生活を継続するための基盤整備 

(1) 福祉サービスの再編 

障害者の高齢化、重度化・重複化やその介護者の高齢化により、居住系サービス基盤

（グループホームなど）など、更なる整備が必要とされる。また、障害者総合支援法の

法内サービスの更なる充実などにより、扶助費の増加は引き続き見込まれる。今後、将

来に向けて重点的に取り組むべき課題に向けて、既存のサービスを検証し、再編を行う

ことによって、財源の配置をシフトさせていく必要がある。 

(2) くぬぎ園の跡地利用 

医療ニーズの高い障害者に対応可能な施設の整備等の課題を踏まえ、医療系サービス

を核とした高齢者と障害者を一体的にケアできるような多機能複合型施設の設置等を視

野に入れ、土地の所有者である東京都と、今後の当該土地の活用について継続的に協議
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を進めて行く。 

 

 

２ 子ども・教育 

 

基本施策 1 子ども自身の育ちと子育て家庭への総合的支援 

核家族化の進行や地域のつながりの希薄化、経済・産業構造やライフスタイルの変化等

により、子どもと子育てを取り巻く環境は大きく変化しており、また、児童虐待や子ども

の貧困など、子どもを巡る様々な問題が顕在化している。すべての子どもが健やかに育ち、

未来に向けて自ら力強い一歩を踏み出す力を身に付けることを支えるとともに、すべての

子育て家庭が安心して子どもを育てられる社会の実現を目指して施策を推進していく。 

(1)子ども・子育て支援新制度への対応 

平成 27 年４月に「子ども・子育て支援新制度」がスタートする。待機児童解消に向けた

計画的な施設の整備や、幼児期の教育・保育の質の向上のため、新制度に対応した取組み

を推進する。 

(2)子ども・子育て家庭へのセーフティネットの充実 

子育て支援ネットワークの連携を引き続き強化し、児童虐待等の発生予防や、様々な課

題を抱えた家庭の早期発見・早期対応を進める。また、障害児保育の拡充や、障害のある

子どもとその家庭が地域で安心して生活していくための切れ目ない支援体制の構築を進め

るとともに、子どもの貧困の連鎖を断ち切るため、子ども・子育て家庭へのセーフティネ

ットの充実を図っていく。 

 

基本施策２ 地域社会全体の連携による子ども・子育て支援の充実 

(1)共助の仕組みづくり 

地域が実施主体となった子育てひろば等の事業の実施や、民間の活力を生かす方法につ

いて検討するほか、「子育てひろばネットワーク（仮称）」による子育て関係団体等のネッ

トワーク作りを行うなど、子どもや子育て家庭を地域社会全体で支援していく仕組みを構

築し、より一層共助の取組みを進めていく。 

(2)情報発信の充実と共助を主体とした子育て支援事業の推進 

子ども・子育てに関する多様な情報を盛り込んだリーフレットの発行やウェブサイトの

立ち上げなど、子育て支援情報の集約・発信の充実を図るとともに、地域の力を活かした

運営方法等を検討する。また、訪問支援事業の検討など、地域と連携した子育て支援事業

を拡充する。 

 

基本施策３ 青少年の成長・自立への支援 

(1)小学生の放課後施策の充実 
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学童クラブ事業については、当面の間、１～３年生（障害児は４年生まで）の受入れを

優先し、障害児をはじめとした高学年児童については、地域子ども館あそべえとの連携な

ど、受け入れるための環境の整備を図る。 

(2)豊かな人間性と社会に踏み出す意欲の育成 

青少年の成長を支援するため、様々な学習や体験の機会を提供し、豊かな人間性と社会

に踏み出す意欲を育成していく。 

また、課題や悩みを抱えた青少年に対し、居場所の提供や生活支援を行い、将来的に自

立した社会人となるよう取組みを進める。 

(3)地域活動への積極的な参画支援 

地域活動への積極的な参画を促すため、次世代を担う人材の育成や制度の拡充を図る。

また、青少年問題協議会地区委員会をはじめ、地域の青少年の成長を見守る担い手不足等

の課題を整理・検討する。 

 

基本施策４ 子ども・子育て家庭を支援する体制・施設の整備 

(1)子育て支援実施体制の整備 

第四次子どもプラン武蔵野（平成 27～31 年度）を着実に実施し、子ども施策を計画的・

総合的に推進する。実施状況については、子どもプラン推進地域協議会において点検・評

価を行い、すみやかに改善等の必要な措置を講じる。併せて、子ども自身の意見を聴取す

る機会として、「子ども協議会（仮称）」を設置する。 

地域子ども館あそべえ事業と学童クラブ事業については、地域の小学生の放課後施策を

担う「新しい子ども施設」の機能として位置づけ、運営主体の一体化を行うとともに子ど

も協会への委託化を進め、両事業の連携・協力の一層の推進など、機能・質の充実を図る。 

(2)子育て支援施設の整備 

多様化するニーズに対応するため、各施設の機能・役割を整理・検証した上で、全市的

な子育て支援施設のあり方や今後の整備方針について検討していく。 

市立保育園について改築・改修計画を策定するとともに、子ども協会に移管した認可保

育園及びその他の民間認可保育園についても、改築・改修に対する支援を行う。また、新

武蔵野方式による市立保育園の移管や待機児童に関する状況を勘案しながら、市立保育園

の役割・あり方についての検証を進める。 

  

基本施策５ 次代を担う力をはぐくむ学校教育 

国の第二期教育振興基本計画の策定をはじめ、障害者基本法、教育委員会制度の改正、

いじめ防止対策推進法の制定など、学校教育に関わる制度が大きく変化している。こうし

た中、第二期学校教育計画（平成 27～31 年度）に記載した施策・取組を着実に実施し、今

後、子どもたちが、知性・感性を磨き、自ら未来を切り拓いていく力を身に付けることが

できるよう、学校教育の充実を図っていく。 
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なお、学校と地域が協働した教育を進めるため、開かれた学校づくり協議会の評価を行

い、充実させる。 

(1)確かな学力と個性の伸長 

習熟度別・少人数指導など個に応じた指導を充実させるとともに、各教科のねらいを実

現させる手立てとして言語活動の充実を図る。 

また、外国語によるコミュニケーション能力を高めるため、英語教育の充実を図る。 

 さらにＩＣＴ機器等を計画的に整備し、教育活動に積極的に活用することで、効果的な

学習を推進していく。 

(2)特別支援教育の推進 

本市独自の「特別支援教室」の整備や一人ひとりの教育的ニーズに応える特別支援学級

の検討・設置を計画的に進めていく。併せて、インクルーシブ教育システムの構築も見据

え、学習指導要領や障害者基本法の趣旨に基づく「交流及び共同学習」、「合理的配慮」、「基

礎的環境整備」等を視野に入れて、多様な学びの場の確保に向けた取組みを進めていく。 

(3)教育センター構想の推進 

教育推進室については、教育センター的機能を発展・充実させていくとともに、今後は、

学校施設の改築等の機会に合わせて、その他必要な機能を備えた教育センターとして早期

に実現を図る。 

(4)計画的な学校整備・改築の推進 

平成 26 年度に策定した学校施設整備基本方針を踏まえ、今後 20 年程度を視野に置いた

学校改築計画を策定する。新たな教育課題への対応や適正規模のほか、学校給食施設、防

災機能、小中一貫教育、多機能化・複合化等のあり方を踏まえた計画とし、着実に実施し

ていく。 

 

 

３ 文化・市民生活 

 

基本施策１ 地域社会と市民活動の活性化 

(1)地域のつながりの共有 

人と人とのつながりによってもたらされるコミュニティは、都市部において弱体化しつ

つあるが、地域に求められる役割は多様化している。地域活動の担い手は固定化や高齢化

しており、新たな担い手と人材の育成を進め、自主的な地域のつながりを築いていく。 

また、これからの地域コミュニティ検討委員会の提言を受けて、地域連携の基盤として

の地域フォーラム（仮称）を具現化するとともに、気軽に集える活動拠点としてのコミュ

ニティセンターにふさわしい機能を充実させる。 

昭和46年に策定したコミュニティ構想の理念を継承しつつ、本市らしい新たなコミュニ

ティ構想を検討する。将来的には、コミュニティや地域福祉等の区域を統合することも検
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討する必要がある。 

(2)市民活動の活性化 

豊かで活力のある地域社会を発展させるために、市はＮＰＯ・市民活動団体、企業や大

学、さらにコミュニティ活動団体等、多様な主体間での連携と協働を実現していく。 

多様なキャリアを持つ市民が、地域のメインプレーヤーとして地域活動に取り組むため

の意識啓発と、行動に移すための支援をし、コミュニティ活動との連携を進める。 

 

基本施策２ 互いに尊重し認め合う平和な社会の構築 

(1) 一人ひとりが尊重される社会の構築 

誰もが安心して自分らしく暮らしていくためには、互いに認め合い尊重し合える風土の

醸成が重要である。 

偏見や差別、虐待などが起こらない社会を構築するため、人権について一人ひとりが関

心を持ち理解を深めていく活動を推進する。 

(2)男女共同参画計画の推進 

男女が、社会の対等な構成員として、互いの人権と能力を尊重し合い、自分らしい生

き方ができる武蔵野のまちづくりを実現するため、第三次男女共同参画計画を着実に推

進する。 

 そのため、各種審議会における委員の男女比率の改善など、あらゆる施策に男女共同

参画の視点が反映できるよう取り組むとともに、男女平等意識を育む啓発活動や家庭・

地域・事業者などと協働し、生活と仕事が両立でき一人ひとりの個性と能力が発揮でき

る環境整備に努める。また、配偶者等からの暴力など様々な人権侵害を許さない社会づ

くりに向けて、啓発活動や相談事業の充実、関係機関との連携等を推進する。 

 こうした施策の実効性を確保するため、推進拠点となるむさしのヒューマン・ネット

ワークセンターの機能拡充や男女共同参画基本条例（仮称）の制定など推進体制の整備

を図る。 

（3）平和施策の推進 

戦争から 70 年を超える歳月が流れ、戦争体験者の証言記録や戦争資料を残すことが、よ

り困難になっている。これらの記録や資料の収集作業を引き続き実施し、戦争の悲惨さ、

平和の大切さを継承していく。 

次代を担う若い世代に対する平和学習や平和交流などを推進するとともに、国内外へ平

和の意義を発信し続ける。 

 

基本施策３ 市民文化の醸成 

(1)市民の文化活動への支援 

市による文化事業だけではなく、事業者・市民等による様々な文化・芸術・伝統芸能等

に関する活動が活発に行われている。本市が振興すべき文化及びその方向性について、各
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文化施設の位置づけ及び役割等を整理するとともに、文化振興に関する体系的な取組みな

どを検討する。 

(2)文化施設の再整備 

少子高齢化や時代の移り変わり等の社会状況の変化により、市民の文化活動における施

設サービスも見直しをする必要がある。施設の更新を機会と捉え、周辺あるいは関連施設

も含めて、役割や位置づけを見直し、新たな価値を創造する施設へと再編していく。築50

年を越える武蔵野公会堂は、吉祥寺駅南口のまちづくりの一部として総合的な観点で建替

えを検討する。吉祥寺美術館の拡充の要否は、引き続き検討を進める。武蔵境地区には、

会議室、集会室など類似した機能を有した施設がある。市民会館は圏域ごとの面的な施設

配置から役割や位置付けを見直す。 

 

基本施策４ 市民の多様な学びやスポーツ活動への支援 

(1)生涯学習機会の充実 

誰もがいつでもどこでも、学びたいときに学び始めることができるという生涯学習の理

念を実現するため、様々な主体が実施する施策について、総合的に調整していく。 

武蔵野プレイスや武蔵野ふるさと歴史館など、新たに整備した生涯学習の拠点が所期の

目的・役割を達成するために、運営状況や事業内容を効果検証しつつ、市の各部署・関連

施設をはじめ、生涯学習団体、大学、研究機関・企業との連携により、多様な事業展開を

進める。 

(2)スポーツの振興 

東京オリンピック・パラリンピック開催に向けた気運醸成を踏まえ、総合体育館、温水

プールなど既存施設の整備・更新を計画的に行い、積極的にスポーツの振興を図る。旧桜

堤小学校跡地へのスポーツ広場の設置については、桜野小学校の児童数の推移を勘案した

上で整備を進める。 

(3)図書館サービスの充実 

地域社会における様々な資料・情報の収集・整備やレファレンス・サービスの向上等に

よって、市民の学びや地域の課題解決を支援する取組みを強化する。多様化する市民ニー

ズに対し効果的・効率的に対応していくため、中央図書館を中核とした図書館の将来像を

確立し、吉祥寺図書館について、指定管理者制度の導入を図る。 

 

基本施策５ 地域の特性を活かした産業の振興 

(1)産業振興に関する方針の策定 

平成26年度からの武蔵野市産業振興計画に基づき、市、商工会議所、商店会連合会等関

係機関、地域の大学やＮＰＯ等とも連携し、産業振興策を推進する。 

(2)商業の活性化 

商店会及びその構成員である個店の新陳代謝を促し、新たな人材や外部の団体などが活
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動に参加しやすい、開かれた商業環境が必要である。そのために商店会の実態を把握し、

必要に応じた商店会同士の連携や統合、法人化等を促し、再構築を支援する。 

(3)都市農業の振興と農地の保全 

都市における農業は、新鮮な農産物の供給、農業体験の場、及び災害時の一時避難場所

の提供や、食育のほか、自然環境保全に欠かせない機能を有している。農業従事者やＮＰ

Ｏとも連携を進め、市民に触れ合う機会を設け続けながら農業の振興及び農地の保全を図

る。 

 

基本施策６ 都市・国際交流の推進 

交流事業の多様化の検討 

国内交流、海外交流ともに事業の目的及び実績を踏まえ、相互交流を基本として、これ

からの交流事業のあり方を検討していく。 

 

基本施策７ 災害への備えの拡充 

(1)防災態勢の強化 

災害発生時において市は、市を取り巻く状況を正確かつ迅速に把握することが、その後

の初動対応をする上で重要である。また、個人レベルでは何が起こり、どのような状況で、

自分は何をすべきか、避難はすべきかなど、今自分が置かれている状況を把握することが

大切である。高齢者や障害者等も自ら情報を受発信できるように、停電の発生を踏まえ、

アナログ的な手法を含めた多様な情報収集・伝達手段を検討する。 

避難所の生活環境の整備、災害時の学校利用計画策定、避難所運営組織の設立を促す地

域への支援策などを検討するとともに、実効性のある受援計画を策定する。 

(2)災害に備えた都市基盤の整備 

「耐震改修促進計画」に基づき建築物の耐震化を一層進める。中でも、特定緊急輸送道

路は、災害時の救命・救急・消化活動、物資の輸送など、復旧復興の生命線であり、沿道

建築物の倒壊による道路閉塞を防ぐために、国や東京都と連携を図り、一層の耐震化を進

めていく。 

また、震災時の同時多発火災に備えた消防水利の整備や非常用水源の確保など、災害に

強いまちづくりを進める。さらに、災害が発生した場合には速やかに復興に取り組めるよ

う、都市復興のあり方、進め方についても検討していく。 

(3)住宅の耐震化の促進 

大規模な震災に備え、市民生活の拠点である住宅の耐震化は喫緊の課題である。 

耐震性不足の住宅・マンションの耐震化を促進し、震災等による被害を最小限に抑える

ため、引き続き、耐震化に係る費用の助成・制度の周知、必要性についての普及・啓発な

ど、市民の多様なニーズに合わせた支援策を行っていく。 
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基本施策８ 多様な危機への対応の強化 

(1)防犯力の向上  

近年、市内での犯罪件数は減少しているものの、ニュースに取り上げられるような衝撃

的な事件が発生することで、市民の間で治安に対する不安感が増している。   

犯罪の抑止力となる一方で、市民の行動を監視することにもなりえる防犯カメラの設置

台数を今後も増やしていくべきか、各種パトロールの巡回エリアや活動内容についても再

度検討する。 

防犯をキーワードに、地域コミュニティのつながりを深め、市民による防犯活動を進め

ることで、自助・公助・共助による多様な視点からまちを見守り、体感治安の向上を図る。 

(2)新しい危機への態勢の整備 

 予測や予防が困難な危機は１つの自治体のみの問題ではなく、広域にわたり対応を取る

必要がある。市内関係機関との連携にとどまらず、周辺自治体・周辺関係機関を含めた広

域連携態勢を整備し、市民への情報提供を迅速に行う。危機に直面したときに適切かつ迅

速な対応が取れるように、訓練を繰り返し実施し態勢の強化を図る。 

(3)消費者の権利の擁護と自立の支援 

悪質商法等の最新の手口にも対応できるよう、消費生活相談員に十分な研修を行い、質

の高い相談体制を維持する。 

また、被害の未然防止と早期解決のため、出前講座等を継続して実施するとともに、高

齢者が被害に巻き込まれないよう、関係機関及び民間事業者と連携を図る。 

 

 

４ 緑・環境 

 

基本施策１ 市民の自発的・主体的な行動を促す支援 

環境は、緑や水、エネルギー、ごみなど様々な要素が互いに連関し合いながら構成され

ている。そのため、むさしの環境フェスタや平成 26 年度より実施している水の学校等を例

に、様々な環境要素のつながりを反映した啓発事業へと再構築を進めながら、市民にわか

りやすい環境施策を効果的に展開していくことで、環境に配慮する意識の醸成を図り、こ

の意識が自発的、主体的な行動につながっていくよう取り組んでいく。また、新武蔵野ク

リーンセンター（仮称）建設に関連して予定されるエコプラザ（仮称）の整備に合わせて、

本市の地域特性等を踏まえた上で様々な環境要素を総合的に捉えた環境啓発のあり方等を

構築する。 

 

基本施策２ 環境負荷低減施策の推進 

(1)  エネルギー消費のスマート化へのシフト 

 本市のエネルギー消費量の約４割を民生家庭部門が占める状況を踏まえると、本市にお
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いて低環境負荷型都市を構築していくには、各家庭におけるエネルギーの需給及び効率化

が大きな課題の一つである。市民等が日常生活の中で行う省エネや創エネの取組みの継続

を図るほか、エネルギー使用量の見える化等を活用してエネルギー消費のスマート化を図

っていくとともに、平成 28 年に予定される家庭部門の電力自由化を見据えた施策の展開を

図る。 

(2) 公共施設におけるエネルギー施策の展開 

新武蔵野クリーンセンター（仮称）は、環境性能に優れた施設というだけではなく、本

庁舎、総合体育館及び緑町コミュニティセンターも含めた周辺公共施設の一括受電や、コ

ジェネレーション設備も備えた災害時でも有効なエネルギー供給センターとしての機能を

有している。今後、このネットワーク機能の向上はもとより、市内他エリアにおける展開

についても施設の特性等を考慮し、広範な視点から検討していく。 

 

基本施策３ 「緑」を基軸としたまちづくりの推進 

(1) 市民の共有財産である緑の保護・育成 

公園緑地や農地、樹林、街路樹、住宅の庭など、緑豊かな街並みは本市の魅力の一つで

あり、この緑を維持・保全していくことは重要な課題である。緑の重要性や緑を基軸とし

たまちづくりの情報を発信し、「緑は市民の共有財産」という共通認識のもと、市民ととも

に、緑を守りはぐくんでいく施策を推進する。 

(2) 緑の保全と創出 

公有地も含めた市全域で捉えると、都市に潤いと安らぎをもたらす緑被地は微増してい

るものの、固定資産税や相続税、維持管理費の負担から屋敷林や樹林地などを開発用地と

して転用・売却するなど、民有地の緑は依然減少傾向にある。この民有地の緑を保全・創

出していくための誘導策と支援策について検討を進める。 

公有地の緑については、緑の基本計画に基づき、公園空白地域を中心に公園緑地の拡充

を進めていく。また、公園・緑地面積の 13％を占める借地公園は、地域の緑の拠点として

市民に親しまれているものの、永続して確保できているものではない。この借地公園の買

い取りを進めることで、緑の恒久化を図っていく。なお、公園緑地や街路樹の緑は、新設・

改修・維持等で多額のコストを要しており、引き続き市民とともに効果的・効率的な維持

管理等を進めていく。 

(3) 緑と水を通じたまちの活性化 

緑と水をテーマとした事業や活動を通じて、市民や企業などの様々な主体がつながると

ともに、さらに活動が広がることで、地域やまちの活性化あるいは市域を超えた森林保護・

育成等が推進される。仙川や千川上水など水辺環境の整備を推進するととともに、平成 29

年に 100 周年を迎える井の頭恩賜公園の各種事業の実施を契機に、まちの活性化や環境啓

発につなげていく。 
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基本施策４ 循環型社会システムづくりの推進 

(1) 新武蔵野クリーンセンター（仮称）への移行 

周辺住民の理解により着工した新武蔵野クリーンセンター（仮称）は、平成 29 年 4

月からの稼働に向け、安全に建設を進め新施設へと円滑に移行していく。移行後は安全

かつ安定的な運営を行うとともに、新たに設置するごみ発電設備を効率的に運用してい

く。また、近隣自治体とのごみ処理相互支援など広域処理についても引き続き研究を進

める。 

(2) ごみ減量の推進 

平成 25 年度の事業系可燃ごみの手数料値上げなどを経て、総ごみ排出量に減少は見

られるものの、家庭系ごみの市民一人あたりの排出量は、依然として多摩地域の平均値

を上回っている。本市にはごみの最終処分場がなく、日の出町にある最終処分場に焼却

灰を埋め立てていた。しかし、処分場の容量にも限界があり、次の処分場を確保するこ

とができないことから、平成 18 年より本市で発生した焼却灰は全てエコセメント化し、

最終処分場の延命化が図られているが、一方でエコセメント化には多額の費用と環境負

荷がかかっている。また、エコセメント化施設への灰の搬入配分容量の制限は今後ます

ます厳しくなる傾向にある。このようなことからも、「チャレンジ 600ｇ」の達成を目

指し、ごみ総量の削減を進める。 

また、最終処分までを含めた本市のごみ処理の状況を広く市民に周知し、ごみ減量へ

の理解と協力を求めていくとともに、平成 25 年度に実施した「ごみ排出実態調査」の

傾向を踏まえ、ライフスタイルごとに効果的な啓発事業を展開していく。 

(3) ごみ処理にかかる環境負荷及び経費の軽減 

本市ではごみ処理に毎年 30 億円程度の費用がかかっている。また、ごみ処理におい

て、エネルギー消費や温室効果ガスの排出などによる環境負荷もかかっており、これら

の軽減が必要である。小型家電のリサイクルやごみ発電などの資源化も含めたごみ処理

全体にかかる環境負荷、経費を総合的に勘案して、処理方法の効率化を進めるとともに、

市、事業者、市民、それぞれの役割、責務を明確にし、相互に必要な連携を進めながら、

循環型社会システムづくりを推進する。 

 

基本施策５ 生活を取り巻く様々な環境の変化に伴う新たな問題への対応 

(1) まちの景観の確保 

本市のまちの魅力の一翼を担う良好な景観を確保するため、まちづくりの視点に基づい

た屋外広告物のあり方や、空き地、空き家等などに対する適正管理の方策について検討する。 

(2) 様々な環境問題への対応 

市内の環境保全のため、典型７公害、東日本大震災に伴う原発事故に起因する放射能等

について的確に対応する。また近年、相談件数が増加している近隣騒音等の生活関係公害

に対しては、市民自らの問題として解決できるようなサポートの仕組み等について検討す
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る。デング熱やセアカゴケグモ等の外来生物など、脅威となる病気や生物、物質等につい

て、知見を有する関係機関と平時より連携を行い、不測の事態に適切に対応できる体制を

構築、維持していく。 

 

 

５ 都市基盤 

 

基本施策１ 地域の特性にあったまちづくりの推進 

市域の土地利用に関する一定の規制・ルールが都市計画に定められているが、住環境の

保全や地域の活性化など、地域が抱える課題等にきめ細かく対応するためには、地域の特

性にあった地域ごとのまちづくりを進めていく必要がある。そのためには地域住民がまち

づくりに興味を持ち、自ら参加し、様々な主体と連携を持ちながらまちづくりのビジョン

を定め、さらにビジョンを共有して共助のまちづくりを進めていく必要がある。 

今日、近隣関係の希薄化等が進んでいるが、地区のまちづくりビジョンを描き、実現し

ていく過程では、更なる地域参加・市民参加の取組みが必須であり、個々人のまちづくり

への関心を高めるとともに地域との連携を深め、まちづくり条例やまちづくりのルール等

を活用しながら、景観をはじめ、緑・環境、安全・安心などに配慮した地区単位のまちづ

くりを推進していく。 

 

基本施策２ 都市基盤の更新 

本市は、早期に市の全域が市街化されたため、高度成長期に整備された上下水道や道路

などの都市基盤は更新時期を迎えている。近年の集中豪雨による浸水被害や東日本大震災

の発災等を踏まえた都市基盤における防災機能の重要性、笹子トンネル天井板落下事故を

契機とした老朽化した都市基盤の安全対策の必要性など、都市基盤の計画的かつ戦略的な

整備・維持管理が求められている。 

都市基盤は、市民生活や経済活動に欠かせない基本的施設であり、その継続性が求めら

れることから、今後策定される「公共施設等総合管理計画」において、中長期的な財政状

況を踏まえた整備・維持管理のあり方の基本的な方向性を示す。また、各施設における適

正な水準を明確にするとともに、様々な手法の活用による計画的・効率的・効果的な整備・

維持管理を実施し、都市基盤の更新を推進する。 

また、公共施設とともに民間建築物に対しても、消防・警察などの関係機関との連携に

より、建築物・設備の適正な使用・維持管理に対する指導など、安全対策の推進に取り組

む。 

 

基本施策３ 利用者の視点を重視した安全で円滑な交通環境の整備 

本市は、東西に横断する鉄道と、鉄道駅から南北方向につなぐバス交通が発達しており、
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ムーバスのネットワークも含めて、地域公共交通の利便性が高い都市である。地形が平坦

であることから自転車利用も多い。自転車は環境に優しい移動手段であるが、一方で交通

事故の約半数は自転車が関与した事故であるなど様々な課題が生じており、走行環境の整

備といったハードとともに、都や近隣自治体などの様々な主体との広域的な連携を含めた

交通ルールやマナーの啓発などのソフト的な取組みも行い、より安全で快適な交通環境整

備を進めていく。 

これまでユニバーサルデザイン等の理念を取り入れ、誰もが利用しやすい交通環境を整

備してきたが、高齢社会が進展することから、交通環境の充実がより一層求められる。そ

のため、歩行者重視の視点により、だれもが安全で快適に移動できるよう、交通体系全体

のバランスを踏まえるとともに各主体や交通機関との連携を深め、交通環境の向上を推進

していく。 

なお、事業の取組みにあたっては、事業者、利用者を含めた適切な役割分担を図りなが

ら進めていく。 

 

基本施策４ 道路ネットワークの整備 

本市の都市計画道路の整備率は約 61％にとどまっており、休日等には駅周辺を中心

に交通渋滞が発生し、それに伴い周辺の生活道路に渋滞を回避するための通過交通が流

入している。また、東西方向の幹線道路の大部分は歩道幅員が十分に確保されておらず、

歩行者や自転車が安全・快適に通行するための環境整備が図られていない 

道路には交通処理や防災空間などの様々な機能があり、それらの機能はネットワーク

を形成することによって発揮されるものである。今後の社会情勢や交通需要などを考慮

するとともに、道路ネットワークとしての必要性や優先度を踏まえ、さらに道路整備を

進めていく。 

整備を推進するにあたっては、歩行者、自転車、自動車の共存の観点を踏まえつつ、

歩行者空間の充実や、景観や環境への配慮、スムーズな交通網の確立による騒音・大気

汚染の抑制、防災性の向上、沿道市街地の住環境に配慮した道路づくりを進める。 

 

基本施策５ 下水道の整備 

下水道施設の老朽化による機能低下、都市型浸水や大規模地震の発生は、市民生活や都

市機能に重大な影響が及ぶため、下水道総合計画に基づく管きょの再構築や重要な幹線管

きょ等の耐震化などに取り組み、下水道施設の機能の維持・向上を図る。 

吉祥寺駅周辺等において発生している下水道臭気への対応や雨水浸透施設の設置推進に

取り組んでいく。特に雨水浸透施設については、都市化の進展により雨水が地下に浸透せ

ず、下水道に流入することが都市型浸水の大きな原因となっているため、雨水浸透施設の

設置を推進することにより、リスクを低減していく。また、水は大切な資源であり、水循

環の視点から潤いのある都市環境を実現するため、地下水涵養機能等にも着目しながら「雨



21 

 

水利活用条例」に基づき、行政と市民・事業者の協働による、雨水浸透施設の設置の推進

や水環境の保全・創出、そしてこれに関わる市民啓発活動事業、助成事業等の強化に努め

ていく。 

本市は、下水道施設の老朽化対策や浸水対策、地震対策にかかる費用だけでなく、市域

外にある終末処理施設の維持・改修にかかる費用にも負担義務を負う。これらの費用は今

後 20 年間で約 280 億円が必要と試算している。一方、節水機器の普及等により、有収水量

は減少傾向にあり、使用料収入は減少していく見込みである。 

今後も安定した下水道サービスを提供していくため、予防保全型維持管理による施設整

備コストの低減、定期的に中長期財政計画と使用料を見直すこと、基金を活用して市債を

抑制すること等を行い、下水道事業の健全な経営を目指す。また、企業会計の導入につい

て慎重に検討を行っていく。 

 水環境や下水道施設等の果たしている重要な役割や、浸水対策や雨水浸透などについて

市民に分かりやすく伝え、自発的な市民活動を支援することを目指し、市内外の市民、環

境団体、教育機関、事業者、他自治体等と連携しながら「水の学校」などの啓発事業を積

極的に行っていく。 

 

基本施策６ 住宅施策の総合的な取組み 

本市では、まちづくりや福祉的な視点を踏まえて住宅施策を総合的に推進しており、少

子高齢化社会の進展に備えて、子育て・福祉分野等との連携を強化していく。その際には、

既存の住宅ストック等を利活用していくために、公的賃貸住宅供給事業者や民間賃貸住宅

供給事業者等との連携をより強化しながら、多様な世代や世帯のライフスタイル等に適応

する住宅供給に向けて取り組んでいく。市営住宅、福祉型住宅については、その維持管理

コストの縮減や公平性などの観点も勘案しながら管理運営を行っていく。 

また、高経年の分譲マンション等に対しては、区分所有者間の合意形成の困難さなど、

特有の課題を踏まえ、円滑な建替え・改修の促進や適切な維持管理に関する支援を行って

いく。 

 

基本施策７ 三駅周辺まちづくりの推進 

(1)吉祥寺地区 

吉祥寺駅は、本市の中核を担う商業拠点であり、商業・業務などの多様な機能の集積を

高めるとともに、多くの人が集まり、安全・安心でありながら快適性の高い魅力あるまち

づくりを進めていく。武蔵野公会堂をはじめとした駅周辺の市有地については、周辺のま

ちの特性を活かした再整備を検討し、実現化を図る。イーストエリアにおいては、暫定駐

輪場である市有地の利活用について検討する。南口駅前広場については、広場の完成に向

けた取組みを推進するとともに、駅周辺の交通体系の検討を行う。また、吉祥寺駅周辺は、

早くから都市化が進んだため老朽化建築物が多くみられ、その耐震化や建替えが進むよう、
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適切な役割分担や地域との連携を踏まえた検討を進め、取組みの実現化を図る。 

地域の魅力づくりを進めるにあたっては、地域ルールや地域連携といったハードとソフ

トを絡めた地域としての取組みが必要であり、そのためには「吉祥寺グランドデザイン」・

「進化するまち『ＮＥＸＴ－吉祥寺プロジェクト』」に基づき、「回遊性の充実」、「安全・

安心の向上」を目指したまちづくりを継続していく。 

(2)中央地区 

三鷹駅前の低・未利用地であった一部の街区が民間の開発によって高度利用されたもの

の、全体的には道路拡幅事業などが完了しておらず、未だ土地の高度利用が図られていな

い状況にある。また、駅周辺には中町第１・第２自転車駐車場をはじめ、低・未利用地で

ある市有地、民有地が存在する。そこで、今後策定予定の（仮称）三鷹駅北口街づくりビ

ジョンを踏まえ、その実現に向け、散在する低・未利用地を適切な土地利用へ誘導し、土

地所有者や事業者、商業者等と連携・協力により駅周辺にふさわしい街並みへつなげると

ともに、補助幹線道路などの整備を進めながら、交通体系のあり方について検討を進めて

いく。また、東京都景観計画景観軸に位置付けられている玉川上水等の緑と水を活かし、

景観に配慮したまちづくりを進める。 

(3)武蔵境地区 

武蔵野プレイスや鉄道連続立体交差事業が完成し、北口駅前広場や駅周辺の道路などの

都市基盤の整備が概ね最終段階を迎えている。残された鉄道高架下については、鉄道事業

者や地域との連携を図りながら取組みを推進するとともに、駅周辺の市有地や区画道路の

整備に取り組む。さらに、南北一体のまちづくりの更なる実現に向け、地元各種団体によ

る地域の交流や商店会の活性化等、今後も地域住民を中心に多様な主体が連携した南北一

体となったにぎわいづくりに取り組み、商業・産業等の発展を図る。 

 

基本施策８ 安全でおいしい水の安定供給 

配水管網の設備については、平成 26 年３月に策定した「配水補助管更新計画」に基づき、

耐震性の低いものから重点的に整備を進め耐震化率の向上を図る。また、円滑で効率的な

水運用のため、経年劣化した水源・浄水場施設を「施設整備保全計画」に基づき効率的な

整備・更新を図るとともに、安定的な取水量を確保するため深井戸の更生工事を行い、安

全でおいしい水の安定供給を図る。 

本市の水道施設は、バックアップ機能が整備されておらず災害や事故で被害を受けた場

合、大規模な断水の恐れがある。バックアップ機能を強化するとともに、将来にわたり水

道水の安定供給が可能となるため、早期に都営水道との一元化を図る。 

 

 

６ 行・財政 
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基本施策１ 市政運営への市民参加と多様な主体間の柔軟な連携・協働の推進 

市民ニーズを的確に市政に反映していくため、多くの市民、関係者や関係団体等の参加

により本市の多くの計画や方針が策定され、事業が実施されているが、「市民参加」という

形式が形骸化することがないよう、常に新しい時代の市民参加のあり方を研究し続ける姿

勢を貫く。 

民主主義の根幹となる選挙について、特に若い世代の投票率が低いため、今後の制度改

正による選挙年齢の引下げも視野に入れ、児童生徒への啓発を進めるため選挙管理委員会

と教育委員会との連携の方法について検討する。 

自治体運営の基本的なルールの体系化については、市民意識の醸成に努めるとともに、

引続き議会との意見交換を進め、本市が目指す自治のあり方について、条例の必要性も含

めて検討する。 

 

基本施策２ 市民視点に立ったサービスの提供 

様々な主体により多様な公共サービスが提供されているが、行政だけでなく、それぞれ

の主体の役割を明確にし、近隣自治体も含めた地域全体において、効率的・効果的に必要

なサービスを提供できる仕組みを構築する。 

今後の公共施設の建替え等を見据えて、市政センターなど周辺自治体と相互利用できる

施設を拡大させ、広域的な施設配置を検討する。 

また、業務遂行能力を組織内部に蓄積していくことに留意しつつ、効率的なサービス提

供の実現のため、業務の外部化を進めていく。 

社会保障・税番号制度（マイナンバー制度）の活用については、個人情報の十分な安全

性を確保したうえで、制度を活用した市民サービスのさらなる向上という観点で推進して

いく。 

 

基本施策３ 市民に届く情報提供と市民要望に的確に応える仕組みづくり 

市民と行政との相互理解と信頼関係を深め、様々な形での市政参加を促進するために

は、市民と行政のコミュニケーションツールである広聴広報活動を、様々な媒体の特性

を活用し、効果的・効率的に展開する必要がある。 

また、オープンデータ等、市が保有する情報を積極的に提供していくことで、市政情

報の分析・活用・新しい視点の提案という、新たな市民参加の形態を研究していく。 

 

基本施策４ 公共施設の再配置・市有財産の有効活用  

老朽化が進む公共施設やインフラについては、「公共施設再編に関する基本的な考え

方」（平成 25 年３月）を基に、統合や複合化、受益者負担の考え方などについて、受益

者市民と納税者市民など市民同士の議論を活発化させ、定常型社会への転換に対応した

「個別施設整備方針」を定める。併せて「公共施設等総合管理計画」策定の裏付けとな



24 

 

る財政見通しも策定する。 

「未利用地・低利用地の有効活用に関する基本方針」（平成 21 年５月）を基に、公的

不動産を有効に活用し、売却や臨時的な貸付による管理コストの節減や歳入の増加を図

る。 

 

基本施策５ 社会の変化に対応していく行財政運営 

大型マンションの建設等により、短期的には納税義務者の増等を要因とする歳入増の要

素はあるものの、生産年齢人口は平成 41 年をピークに減少に転じることが推計されている。

少子高齢化や保育所対策、老朽化する都市基盤の更新や公共施設の再配置に係る費用の増

大など、財政運営の見通しは明るいものではない。 

歳入においては、市税等の徴収率の向上、基金と市債の活用、行政サービスにおける適

正な受益と負担、行政サービスを利用した広告収入の拡大などを図る。一方歳出において

は経常経費抑制、事務事業・補助金見直し、事業縮小・廃止も継続的に行うことにより持

続可能な財政運営を図る。 

行政運営においては、ＩＣＴの利活用等により庁内の事務をより効率化し、それぞれの

業務において最適な仕組みを確立することで、行政サービスのさらなる充実を図る。 

また、市政運営において想定される様々なリスクを未然に防ぐだけでなく、自然災害等

のリスクに備えた対策を講じる等、組織としてリスク管理能力向上に努めるとともに、危

機発生時の対応力を強化するため、日頃からの職員の危機管理意識向上に努める。 

財政援助出資団体については、社会状況の変化に対応し、より効率的・効果的なサービ

ス提供を実現するため、（公財）武蔵野市福祉公社と（社福）武蔵野市民社会福祉協議会の

統合、（公財）武蔵野文化事業団と（公財）武蔵野生涯学習振興事業団の統合、（社福）武

蔵野及び武蔵野交流センターの自立化を目指す。 

 

基本施策６ チャレンジする組織風土の醸成と柔軟な組織運営 

市の職員には、常に公共課題の本質を見極めながら、新しい課題に対して誠実かつ果敢

にチャレンジし続ける、高い意欲と能力が求められている。先人たちの築いた市政の歴史

と新しい施策を生み出してきた伝統を踏まえ、様々な仕組みや資源等を新しい仕組みとし

て活用する地域経営感覚を身に付けていく必要がある。 

また、それぞれの職員の強みを活かし、働き方の多様化に対応できる人事・組織運営を

実現するために、すべての職員が、仕事と生活の両立を実現するワーク・ライフ・マネジ

メントを組織的に推進する。 

そのための環境づくりの一つとして、ＩＣＴのさらなる活用による会議や事務の効率化

やフリーアドレスオフィス制、フレックスタイム制の導入など、職員の時間や空間のマネ

ジメントを推進する取組みについて検討するとともに職員のタイムマネジメント意識向上

に努める。 
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各課の業務については、災害時や繁忙期の機動的職員配置に備えて、手順の標準化、見

える化を進め、仕事の効率・生産性向上につなげていく。 


